
豊中市居住安定援助賃貸住宅家賃低廉化補助金交付要綱 

 

（目的） 

第 1 条 この要綱は、居住安定援助賃貸住宅（以下「居住サポート住宅」という。）の

家賃の低廉化を行う認定事業者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することに

より、単身高齢者の家賃負担の軽減を図るとともに、単身高齢者が安心して住み替える

ことができる住宅の供給を促進することを目的とする。 

 

（通則） 

第 2 条 豊中市居住安定援助賃貸住宅家賃低廉化補助金（以下「補助金」という。）の

交付については、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成

19 年法律第 112 号。以下「法」という。）、国土交通省・厚生労働省関係住宅確保要配

慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則（平成 29 年厚生労働省・国

土交通省令第一号。以下「省令」という。）、公的賃貸住宅家賃対策調整補助金交付要綱

（平成 18 年 3 月 27 日国住備第 132 号。）、その他関係法令等に定めるもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 

 

（用語の定義） 

第 3 条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、次の各号に定めるところ

による。 

（1）認定事業者 

法第 40 条第 1 項の規定による居住安定援助賃貸住宅事業の認定を受けた者をい

う。 

（2）家賃低廉化住宅 

豊中市内にある居住サポート住宅のうち、第 5 条に定める要件を満たし、補助金

の交付対象となる住宅をいう。 

（3）家賃低廉化事業者 

補助金の交付を受けて家賃の低廉化を行う認定事業者をいう。 

（4）入居予定者 

家賃低廉化住宅に入居しようとする者であって、第 8 条第 1 項各号に掲げる要件

を満たすものをいう。 

（5）入居者 

家賃低廉化住宅に入居している者であって、第 8 条第 1 項各号に掲げる要件を引

き続き満たすものをいう。 

（6）家賃 

賃貸借契約書に定められた 1 月当たりの賃料をいい、管理費、共益費、水道光熱



費、駐車場使用料その他これらに類する費用を含まないものとする。 

（7）入居者負担額 

家賃の額から当該家賃に係る補助金の額を控除した額で、入居者が負担すべき額

をいう。 

 

（補助金の交付対象者） 

第 4 条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件のいずれにも該当す

る認定事業者でなければならない。 

（1）豊中市の市税に係る徴収金（市税及び延滞金等）の滞納がないこと。 

（2）認定事業者の所在地における市区町村税に滞納がないこと。 

 

（家賃低廉化住宅の要件） 

第 5 条 家賃低廉化住宅は、次に掲げる要件のいずれにも該当する住宅でなければなら

ない。 

（1）居住サポート住宅のうち、省令第 14 条第 1 号に規定する援助を必要とする高

齢者を入居させ、居住安定援助を行うこと。 

（2）家賃の額が月額 6 万 5 千円以下であり、かつ、近傍同種の住宅の家賃の額と均

衡を失しないものであること。 

（3）賃貸借契約の形態が、普通建物賃貸借契約又は高齢者の居住の安定確保に関す

る法律第 54 条に規定する終身建物賃貸借契約であること。 

（4）次に掲げる住宅その他これらに類する住宅でないこと。 

ア 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律第 26 号）第 5 条第 1

項に規定するサービス付き高齢者向け住宅 

イ 地域優良賃貸住宅制度要綱（平成 19 年国住整第 160 号）第 2 条第 26 号に規

定する高齢者向け優良賃貸住宅 

ウ 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 5 条の 3 に規定する老人福祉施設 

エ 老人福祉法第 29 条第 1 項に規定する有料老人ホーム 

オ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年

法律第 123 号）第 5 条第 17 項に規定する共同生活援助に係る共同生活住居 

2 入居予定者の選定方法その他賃貸の条件は、次に掲げる基準を満たすものとする。 

（1）家賃低廉化住宅の入居予定者の選定は、原則として公募により行い、その選定

は抽選その他公正な方法により行うこと。 

（2）家賃低廉化事業者は、入居者が不正の行為により入居しているとき、若しくは

豊中市暴力団排除条例（平成 25 年 4 月 1 日条例第 25 号）第 2 条第 2 号に規定する

暴力団員又は同条第 3 号に規定する暴力団密接関係者であることが判明したとき

は、当該住宅に係る賃貸借契約を解除することができる旨を賃貸の条件として定め



ること。 

（3）家賃低廉化事業者は、次に掲げる場合を除き、賃借人から権利金、謝金等の金

品を受領し、又はその他賃借人に不当な負担を求めることを賃貸の条件としてはな

らないこと。 

ア 毎月その月分の家賃を受領する場合 

イ 家賃の 3 月分を超えない額の敷金を受領する場合 

ウ 高齢者の居住の安定確保に関する基本方針に規定する高齢者居宅生活支援サ

ービスの提供の対価として金銭を受領する場合 

エ 終身にわたって受領すべき家賃の全部又は一部を前払金として一括して受領

する場合（高齢者の居住の安定確保に関する法律第 52 条の認可を受けた場合に

限る。） 

 

（補助金の額及び入居者負担額） 

第 6 条 補助金の額は、家賃低廉化住宅の家賃から入居者負担額を控除して得た額に、

当該住宅の管理月数を乗じて得た額とする。ただし、家賃低廉化住宅について、1 月あ

たりの補助金の上限額は 2 万円とし、その額に百円未満の端数があるときは、これを切

り捨てた額とする。 

2 前項に規定する管理月数は、当該住宅についての賃貸借契約による入居可能日（家

賃徴収の始期となる日をいう。）の属する月から当該年度の末日までの月数とする。た

だし、年度の途中において入居者の退去、当該住宅の滅失その他の事由により管理が終

了した場合、管理が終了した月については、日割り計算によって算出するものとする。 

3 前項の管理月数の算出において、次の各号のいずれかに該当する期間は、これを控

除するものとする。 

（1）空室である期間 

（2）入居者が第 8 条第 1 項各号に掲げる要件を満たさない期間 

4 前項第 2 号に規定する要件の充足の有無は、月の初日における状況により判定する

ものとする。ただし、入居した月については、第 2 項の規定により算定する。 

5 1 戸の家賃低廉化住宅において、補助金の額は、毎会計年度 24 万円かつ総額 600 万

円を限度とする。 

6 第 5 条第 2 項第 3 号エに規定する終身にわたって受領すべき家賃の全部又は一部を

前払金として一括して受領する場合は、その額について補助金の交付の対象外とする。 

 

（補助金の交付期間） 

第 7 条 補助金の交付期間は、第 12 条に規定する交付決定を受けた日の属する月から

起算して 25 年以内とする。 

 



（入居者の資格） 

第 8 条 入居予定者又は入居者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者でなければ

ならない。 

（1）65 歳以上で、単身で居住する者であること。 

（2）第 9 条第 1 項に規定する申請日において、過去 1 年以上継続して市内に住民登

録のうえ、居住していること。 

（3）省令第 14 条第 1 号に規定する援助を必要とする高齢者であること。 

（4）入居予定者又は入居者の所得（公営住宅法施行令（昭和 26 年政令第 240 号）

第 1 条第 3 号に定める収入をいう。）が 15 万 8 千円を超えないこと。 

（5）生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 14 条に規定する住宅扶助又は生活

困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号）に基づく住居確保給付金の支給を受け

ていない者であること。 

（6）豊中市暴力団排除条例（平成 25 年 4 月 1 日条例第 25 号）第 2 条第 2 号に規

定する暴力団員又は同条第 3 号に規定する暴力団密接関係者に該当しないこと。 

（7）自ら居住するための住宅を所有していないこと。ただし、住宅を所有している

場合であっても、売却、処分その他これに準ずる措置を行うことが書類等により確

認できると市長が認めるときは、この限りでない。 

2 前項第 4 号の所得は、原則として申請のあった日の属する年度の前年の所得に基づ

いて算定するものとする。 

3 入居者は、家賃の低廉化の適用を受ける期間中、第 1 項各号に掲げる要件を引き続

き満たさなければならない。 

 

（入居資格の確認） 

第 9 条 入居予定者は、当該住宅の賃貸借契約を締結する前に、入居資格確認申込書

（様式第 1 号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（1）入居資格に係る誓約書兼同意書（様式第 2 号） 

（2）課税（非課税）証明書、その他収入を確認できる書類 

（3）前条第 1 項第 7 号に規定する内容が確認できる書類 

（4）その他市長が必要と認める書類 

2 入居者は、翌年度も継続して家賃の低廉化の適用を受けようとする場合は、毎年度

6 月 30 日までに、入居資格確認申込書（様式第 1 号）に前項第 1 号、第 2 号及び第 4

号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

3 入居予定者又は入居者は、第 1 項及び第２項の規定により提出した入居資格確認申

込書の内容に変更があった場合は、市長に入居資格変更届（様式第 3 号）を提出しなけ

ればならない。ただし、第 13 条第 3 項の規定により、家賃低廉化住宅に住所を定めた

場合の届出は不要とする。 



4 認定事業者又は家賃低廉化事業者は、第 1 項又は第 2 項に規定する申込及び第 3 項

に規定する届出について入居予定者若しくは入居者から委任を受けた場合、委任状（様

式第 4 号）を添えて、当該者に代わって行うことができる。 

5 市長は、第 1 項又は第 2 項の規定による申込があったときは、その内容を審査の

上、入居資格の可否を決定し、入居資格確認通知書（様式第 5 号）により、入居予定者

又は入居者に通知するものとする。 

 

（入居資格の取消し） 

第 10 条 市長は、入居予定者又は入居者が次の各号のいずれかに該当するときは、第

9 条第 5 項の規定により入居資格を取り消すことができる。 

（1）偽りその他不正の手段により入居資格の確認を受けたとき。 

（2）第 8 条第 1 項各号に掲げる要件を満たさなくなったとき。 

（3）この要綱の規定に違反したとき。 

（4）その他市長が入居資格を取り消す必要があると認めるとき。 

2 市長は、前項の規定により入居資格を取り消したときは、入居資格取消通知書（様

式第 6 号）により、入居予定者又は入居者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第 11 条 認定事業者は、入居予定者に係る家賃低廉化住宅について、新たに補助金の

交付を受けようとするときは、当該入居予定者と賃貸借契約を締結する前に、家賃低廉

化補助金交付申請書（様式第 7 号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければな

らない。 

（1）当該申請に係る家賃低廉化住宅の賃貸借契約書案の写し 

（2）第 5 条第 1 項第 1 号に示す居住安定援助を入居予定者に行うことが確認できる

書類 

（3）第 5 条第 1 項第 2 号に示す家賃が確認できる書類 

（4）入居予定者の入居資格確認通知書（様式第 5 号）の写し 

（5）納税証明書。ただし、認定事業者の所在地が豊中市内にある場合であって、家

賃低廉化補助金交付申請書（様式第７号）において、豊中市が保有する市税の納付

状況について、市長が照会することに同意したときは、提出を省略することができ

る。 

（6）その他市長が必要と認める書類 

2 家賃低廉化事業者は、当該家賃低廉化住宅について、翌年度も継続して補助金の交

付を受けようとするときは、継続する年度の 6 月 30 日までに、家賃低廉化補助金交付

申請書（様式第 7 号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（1）当該申請に係る家賃低廉化住宅の賃貸借契約書の写し 



（2）納税証明書。ただし、認定事業者の所在地が豊中市内にある場合であって、家

賃低廉化補助金交付申請書（様式第７号）において、豊中市が保有する市税の納付

状況について、市長が照会することに同意したときは、提出を省略することができ

る。 

（3）その他市長が必要と認める書類 

3 認定事業者又は家賃低廉化事業者は、複数の住宅又は住戸について補助金の交付申

請をするときは、第 1 項又は第 2 項の補助金交付申請書を一つにまとめなければならな

い。 

 

（補助金の交付決定） 

第 12 条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金

の交付又は不交付を決定し、家賃低廉化補助金交付（不交付）決定通知書（様式第 8

号）により認定事業者又は家賃低廉化事業者に通知するものとする。 

 

（賃貸借契約の締結等） 

第 13 条 認定事業者は、前条の規定による補助金の交付決定を受けた後でなければ、

家賃低廉化住宅に係る賃貸借契約を締結してはならない。 

2 家賃低廉化事業者は、入居予定者と賃貸借契約を締結したときは、契約の日から 14

日以内に、入居届（様式第 9 号）に当該賃貸借契約書の写しを添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

3 入居者は、入居後 30 日以内に、当該家賃低廉化住宅に住所を定めなければならな

い。 

4 家賃低廉化事業者は、賃貸借契約において、少なくとも次に掲げる事項を定めるも

のとする。 

（1）入居者は、家賃低廉化住宅を転貸し、又はその入居の権利を譲渡してはならな

いこと。 

（2）氏名、同居の有無その他入居資格に関わる事項に変更が生じたときは、速やか

に届け出なければならないこと。 

（3）補助金が交付されるときは、家賃の額から補助金相当額を控除した額を入居者

負担額とすること。 

（4）入居者は、毎年度 6 月 30 日までに、入居資格確認に必要な書類を市長に提出

しなければならないこと。 

 

（入居者の退去） 

第 14 条 家賃低廉化事業者は、入居者が退去したとき、賃貸借契約が終了したとき、

又は死亡したときは、退去の日、契約終了の日又は当該事実を知った日から 30 日以内



に、退去届（様式第 10 号）にその事実を確認できる書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

 

（補助金の交付決定変更申請） 

第 15 条 家賃低廉化事業者は、第 12 条の規定による交付決定を受けた後、交付決定

の内容に変更が生じたときは、速やかに家賃低廉化補助金交付決定変更申請書（様式第

11 号）に変更の内容が確認できる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定変更通知） 

第 16 条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、交付決

定の変更の可否を決定し、家賃低廉化補助金交付決定変更承認（不承認）通知書（様式

第 12 号）により家賃低廉化事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消し） 

第 17 条 市長は、家賃低廉化事業者又は入居者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（1）偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

（2）この要綱の規定に違反したとき。 

（3）第 22 条第 2 項の規定による是正命令に従わないとき。 

（4）家賃低廉化住宅又は入居者が補助要件を欠くに至ったとき。 

2 市長は、前項の規定により取消しをしたときは、家賃低廉化補助金交付決定取消通

知書（様式第 13 号）により家賃低廉化事業者に通知するものとする。 

3 前 2 項の規定は、第 20 条の規定による補助金の額の確定後においても適用する。 

 

（補助金の返還） 

第 18 条 市長は、前条の規定により家賃低廉化補助金の交付決定を取り消した場合に

おいて、当該取消しに係る部分に関し、既に当該補助金が交付されているときは、家賃

低廉化補助金返還命令書（様式第 14 号）により、期限を定めてその返還を命ずること

ができる。 

2 前項の規定により返還を命ぜられた家賃低廉化事業者は、市長が定める日までに、

当該補助金を返還しなければならない。 

 

（実績報告） 

第 19 条 家賃低廉化事業者は、補助金の実績について、家賃低廉化補助金実績報告兼

請求書（様式第 15 号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならな

い。 



（1）家賃の徴収状況が分かる書類 

（2）第 5 条第 1 項第 1 号に示す居住安定援助を実施したことが分かる書類 

（3）その他市長が必要と認める書類 

2 家賃低廉化事業者は、前項の書類を次の各号に掲げる期日までに市長に提出しなけ

ればならない。 

（1）4 月から 6 月までの分は、6 月 30 日まで 

（2）7 月から 9 月までの分は、9 月 30 日まで 

（3）10 月から 12 月までの分は、12 月 31 日まで 

（4）1 月から 3 月までの分は、3 月 31 日まで 

 

（補助金額の確定） 

第 20 条 市長は、前条の規定による実績報告及び補助金の請求があったときは、その

内容を審査し、補助金の交付決定の内容に適合すると認めたときは、補助金の額を確定

し、家賃低廉化補助金額確定通知書（様式第 16 号）により、家賃低廉化事業者に通知

するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第 21 条 市長は、前条の規定により補助金の額を確定したときは、家賃低廉化事業者

に対し、補助金を交付するものとする。 

 

（報告・是正） 

第 22 条 市長は、必要があると認めるときは、家賃低廉化事業者に対し、補助金の執

行状況、住宅の管理状況その他必要な事項について報告書（様式第 17 号）その他関係

書類の提出を求めることができる。 

2 市長は、前項の報告等により、この要綱の規定に違反し、又は補助金が適正に執行

されていないと認めるときは、是正命令書（様式第 18 号）により、家賃低廉化事業者

に対し、期限を定めて必要な是正措置を講ずべきことを命ずることができる。 

 

（帳簿等の整備） 

第 23 条 家賃低廉化事業者は、家賃低廉化補助事業に係る経費の収支を明らかにした

書類を、交付決定を受けた日から 10 年間整備しておかなければならない。 

 

（家賃低廉化補助金の継続必要性の審査） 

第 24 条 市長は、同一の入居者について、3 年を超えて家賃の低廉化を行う場合、3

年ごとに当該入居者に係る家賃の低廉化の継続の必要性を審査するものとする。 

2 市長は、前項の審査に関し、豊中市居住支援協議会その他市長が必要と認める関係



機関に意見を求めることができる。 

3 市長は、第 1 項の審査の結果、家賃の低廉化を継続する必要がないと認めるとき

は、当該入居者に係る以後の補助金を交付しないことができる。 

 

附則  

この要綱は、令和 8 年（2026 年）10 月 1 日から施行する。 


